
■内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局
電話：03-6257-1416
Eメール：chiiki.sosei-senko@cao.go.jp

交付対象事業経費 5.3億円（令和３～７年度）内閣官房では、交付金を活用した地方創生の実現のため、
都道府県ごとに担当者を配置し、相談体制を構築しています。
お気軽に各県の担当者にお尋ねください。

住民が主体となって事業を担うことで
世代を超えた助け合い、全員活躍を実現

農業コンビニ

• 「しごとコンビニ」事業を発展！
• 登録型で自由に働けるシステムで、
農業分野の人手不足をサポート

• 高齢者や主婦が地域の担い手に！

農業も全員活躍で

奈義町版ネウボラ

• 一人ひとりに寄り添った子育て
支援制度

• 保健師・助産師など専門職によ
る継続的なサポートや地域ぐる
みの子育て

• 合計特殊出生率2.25を達成！
（R3-R5平均）

地域ぐるみの子育て

まるごとデジタル

• 地域住民によるスマホ講座（料金無
料:年間24回）

• 子育て世代が高齢者に使い方をレク
チャー

• いつでもスマホ相談ができるスマホ
よろず相談所を常設

• 交流を通じて地域の絆も深まります

世代を超えた
デジタルデバイド対策

SDGs×奈義町版全世代全員活躍のまち＝持続可能な永続できるまち事業
～地域住民が主役の暮らしやすく、永続できるまちづくり～

農業コンビニ

• 「しごとコンビニ」事業を発展！
• 登録型で自由に働けるシステムで、
農業分野の人手不足をサポート

• 高齢者や主婦が地域の担い手に！
• 登録者348名、受注実績948件

（R6）(農業分野以外も含む)

農業も全員活躍で

地方創生２.０
交付金を活用した、次世代

の地方創生へ 岡山県奈義町

■お問い合わせ先
岡山県奈義町役場 情報企画課
電話：0868-36-4126
Eメール：kikaku@town.nagi.lg.jp
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